
単位：千円

１．令和４年度地方消費税交付金収入見込 総額 一般財源分 社会保障財源分

7,700,000 3,500,000 4,200,000 ①

２．社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費
（単位：千円）

一般財源

国・県支出金 その他
＜地方消費税（交付
金）引上げ分充当＞

社会福祉
759,408 409,124 18,111 332,173

障害者福祉
13,859,802 9,656,972 60,314 4,142,516

高齢者福祉
1,039,962 8,669 52,716 978,577

児童福祉
19,679,006 10,565,190 1,144,011 7,969,805

母子福祉
1,529,599 546,571 6,001 977,027

生活保護
12,834,590 9,344,754 115,000 3,374,836

小計
49,702,367 30,531,280 1,396,153 17,774,934

介護保険
5,039,311 336,819 0 4,702,492

国民健康保険
2,340,715 1,480,500 0 860,215

後期高齢者医療
5,140,702 748,737 0 4,391,965

小計
12,520,728 2,566,056 0 9,954,672

医療
652,463 72,793 286,202 293,468

病院
468,120 0 0 468,120

疾病予防対策
4,135,680 1,587,607 52,381 2,495,692

小計
5,256,263 1,660,400 338,583 3,257,280

67,479,358 34,757,736 1,734,736 30,986,886 ②

　「社会保険」とは、「保険的方法によって社会保障を行う制度の総称」ですが、法令に基づき実施さ
れる「強制保険」的な制度を意味し、具体的には、国民健康保険・介護保険・年金などです。

　「保健衛生」とは、「国民の健康を保つための施策」を意味し、具体的には、医療に係る施策・感染
症その他の疾病の予防対策・健康増進対策などです。
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　対象経費の一般財源総額②30,986,886千円のうち、消費税率引上げ分①4,200,000千円を充当します。
（対象経費には、事務職員人件費等充てられない経費を除いています。）

(注)
　「社会福祉」とは、「生計の困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助を行う等国民の生存
権を確保することによって、国民生活の内容を豊かならしめること」を意味し、具体的には、生活保
護・児童福祉・母子福祉・高齢者福祉・障害者福祉（身体障害者福祉・知的障害者福祉・精神障害者福
祉）などです。

引上げ分の地方消費税交付金が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

　消費税率の引上げは、今後も増加が見込まれる「社会保障４経費その他社会保障施策」の財源とする
ためのものです。地方消費税交付金のうち、消費税率の引上げに係る収入については、以下の経費に充
当します。

事業名 経費

財源内訳

特定財源


